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重要事項説明書（居宅介護支援サービス） 

（令和 8 年 6 月 1 日変更） 

 居宅介護支援のサービス提供の開始にあたり、厚生省令第３８号第４条に基づいて、 

当事業所があなたに説明すべき事項は次のとおりです。 

 

１. 事業者の概要 

事業所の名称 医療法人 至捷会 

主たる事務所の所在地 福井県あわら市北金津５７号２５番地 

法人種別 医療法人 

代表者の氏名 理事長 木村 洋平 

電話番号 ０７７６－７３－３３２３ 

 

２. ご利用施設 

事業所の名称 ナイスケア木村 居宅介護支援センター 

事業所の所在地 福井県あわら市市姫三丁目２３番４号 

管理者の氏名 古南 里佳 

都道府県知事許可番号 福井県指令高齢第２５１号 

都道府県知事指定番号 １８５０８８００１２ 

都道府県知事指定年月日 平成１２年１月２９日 

利用定員 １３２名 

電話番号 ０７７６－７３－５６０２ 

ファクシミリ番号 ０７７６－７３－５６０８ 

 

３. 事業の目的と運営の方針 

事業の目的 医療法人至捷会が開設するナイスケア木村居宅介護支援センターが

行う指定居宅介護支援の事業の適正な運営を確保するために人員及

び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護支援専門員が、要介

護状態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提供するこ

とを目的とする。 

運営の方針 ①利用者が要介護状態等となった場合においても、可能な限り居宅

において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるように配慮して行う。 

②利用者の心身の状況や置かれている環境等に応じて、利用者の選

択に基づき、適切な保険医療サービス及び、福祉サービスが、多様

な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行う。 

③利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、提

供する指定居宅サービス等が特定の種類または特定の居宅サービス

事業者に不当に偏することのないよう公正中立に行う。 

④市町村、老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、

介護保険施設等との連携に努めて行う。 
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４. 職員体制 

従業者の種類 員数 

区分 常勤

換算

人数 

指定基

準 
保有資格 常勤 非常勤 

専従 兼務 専従 兼務 

管理者 １  １   0.1   

主任介護支援専門員 1  1     主任介護支援専門員 

介護支援専門員 3 2 １   2.9  介護支援専門員 

 

５. 職員の勤務体制 

従事者の 

職種 
職務内容 勤務体制 休暇 

管理者 

1 従業者の管理及び利用申込に係る調整、

業務の実施状況の把握その他の管理を一元

的に行います。 

2 従業者に法令等の規定を遵守させるため

必要な指揮命令を行います。 
常勤 8:30 ～ 17:30 120 日 

主任 

介護支援

専門員 

居宅介護支援業務、介護支援専門員への助

言などを行います。 

介護支援

専門員 
居宅介護支援業務を行います。 

 

６. 営業日 

営業日 

 

月曜日から金曜日まで。但し、祝日・年末年始（１２月３０日から１月

３日まで）を除く。 

営業時間 午前８：３０～午後５：３０ 

ただし、電話等により、24 時間常時連絡が可能な体制とする。 

 

７. 当事業所が提供するサービスと利用料金 

当事業所では、居宅介護支援サービスとして次のサービスを提供します。 

当事業所が提供するサービスについて、通常の場合、利用料金は介護保険から給付さ

れますので、ご契約者の利用料負担はありません。 

（１） サービスの内容と利用料金 

【サービスの内容】 

① 居宅サービス計画の作成 

  ご契約者のご家庭を訪問して、ご契約者の心身の状況、置かれている環境等を把

握したうえで、居宅介護サービス及びその他の必要な保険医療サービス、福祉サー

ビス（以下「指定居宅サービス等」という。）が、総合的かつ効率的に提供される   

ように配慮して、居宅サービス計画を作成し、文章により利用者の同意を得ること

とします。 



Ｐ.3 

 

 

《居宅サービス計画の作成の流れ》 

 

①事業者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成に関する業務を担当

させます。 

↓ 

②居宅サービス計画の作成の開始に当たって、当該地域における指定居宅サ

ービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に契約者又

はその家族等に対して提供して、契約者にサービスの選択を求めます。 

↓ 

③介護支援専門員は、契約者及びその家族の置かれた状況等を考慮して、契

約者に提供されるサービスの目的、その達成時期、サービスを提供する上で

の留意点を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。 

↓ 

④介護支援専門員は、前項で作成した居宅サービス計画の原案に盛り込んだ

指定居宅サービス等について、保険給付の対象となるか否かを区分した上

で、その種類、内容、利用料等について契約者及びその家族等に対して説明

し、契約者の同意を得た上で決定するものとします。 
 

 

②居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

 ・ご契約者及びその家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行い、居宅

サービス計画の実施状況を把握します。 

 ・居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者

等との連絡調整を行います。 

 ・ご契約者の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行います。 

・ご契約者が、医療機関へ入院等をされた場合、担当ケアマネージャーの事業所名・氏

名を入院医療機関にお伝えください。 

・ケアプランに位置付ける居宅サービス事業所については、複数の事業所の紹介を求め

ることが出来ます。また、介護支援専門員に対して、当該事業所をケアプランに位置

付けた理由を求めることが可能です。 

 

③居宅サービス計画の変更 

   ご契約者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス

計画の変更が必要と判断した場合は、事業者とご契約者双方の合意に基づき、居宅サ

ービス計画を変更します。 
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④介護保険施設への紹介 

   ご契約者が居宅において日常生活を営むことが困難となったと認められる場合又は

利用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保健施設への紹介

その他の便宜の提供を行います。 

【サービス利用料金】 

居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律の規定に基づいて、

介護保険からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法定代理受領）は、ご

契約者の自己負担はありません。 

但し、ご契約者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス利用料

金に相当する給付を受領することができない場合は、下記のサービス利用料金の全額を

いったんお支払いください。 

項 目 備 考 金 額 

居宅介護支援費  要介護 1：1,086 単位／月 

要介護 2：1,086 単位／月 

要介護 3：1,411 単位／月 

要介護 4：1,411 単位／月 

要介護 5：1,411 単位／月 

初回加算 ①新規に居宅サービスを作成する場合 

②要支援者が要介護認定を受けた場合に居

宅サービス計画を作成する場合 

③要介護状態区分が２区分以上変更された

場合に居宅サービス計画を作成する場合 

初回加算  300 単位／月 

特定事業所加算 

 

①専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常

勤の主任介護支援専門員を配置しているこ

と。※利用者に対する指定居宅介護支援の

提供に支障がない場合は、当該指定居宅介

護支援事業所の他の職務と兼務をし、又は

同一敷地内にある他の事業所の職務と兼務

をしても差し支えない。 

②専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常

勤の介護支援専門員を２名以上配置してい

ること。※利用者に対する指定居宅介護支

援の提供に支障がない場合は、当該指定居

宅介護支援事業所の他の職務と兼務をし、

又は同一敷地内にある指定介護予防支援事

業所の職務と兼務をしても差し支えない。 

③利用者に関する情報又はサービス提供に

当たっての留意事項に係る伝達等を目的と

した会議を定期的に開催すること 

④２４時間連絡体制を確保し、かつ、必要

特定事業所加算（Ⅲ）  

323 単位／月  
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に応じて利用者等の相談に対応する体制を

確保していること 

⑤当該指定居宅介護支援事業所における介

護支援専門員に対し、計画的に研修を実施

していること 

⑥地域包括支援センターから支援が困難な

事例を紹介された場合においても、当該支

援が困難な事例に係る者に指定居宅介護支

援を提供していること 

⑦家族に対する介護等を日常的に行ってい

る児童や、障害者、生活困窮者、難病疾患

等、高齢者以外の対象者への支援に関する

知識等に関する事例検討会、研修等に参加

していること 

⑧居宅介護支援費に係る特定事業所集中減

算の適用を受けていないこと 

⑨指定居宅介護支援事業所において指

定居宅介護支援の提供を受ける利用者

数が当該指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員１人当たり４５名未満（居

宅介護支援費（Ⅱ）を算定している場合

は５０名未満）であること 

⑩介護支援専門員実務研修における科目

「ケアマネジメントの基礎技術に関する実

習」等に協力又は協力体制を確保している

こと（平成２８年度の介護支援専門員実務

研修受講試験の合格発表の日から適用） 

⑪他の法人が運営する指定居宅支援事業者

と共同で事例検討会、研修会等を実施して

いること 

⑫必要に応じて、多様な主体等が提供する

生活支援サービス（インフォーマルサービ

ス含む）が包括的に提供されるような居宅

サービス計画書を作成していること 

入院時情報連携加算 

 

 

 

 

 

①入院時情報連携加算（Ⅰ） 

利用者が病院又は診療所に入院した日のう

ちに、当該病院又は診療所の職員に対して

当該利用者に係る必要な情報を提供してい

ること※入院日以前の情報提供含む。 

※営業時間終了後又は営業日以外の日に入

入院時情報連携加算（Ⅰ） 

      250 単位／月 
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院した場合は、入院日の翌日を含む。 

②入院時情報連携加算（Ⅱ） 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌

日又は翌々日に、当該病院又は診療所の職

員に対して当該利用者に係る必要な情報を

提供していること。 

※営業時間終了後に入院した場合であっ

て、入院日から起算して 3 日目が営業日で

ない場合は、その翌日を含む。 

 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 

200 単位／月 

 

 

退院・退所加算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①退院・退所加算（Ⅰ）イ 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施

設又は介護保険施設の職員から利用者に係

る必要な情報の提供をカンファレンス以外

の方法により 1 回受けていること 

②退院・退所加算(Ⅰ)ロ 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施

設又は介護保険施設の職員から利用者に係

る必要な情報の提供をカンファレンスによ

り 1 回受けていること 

③退院・退所加算（Ⅱ）イ 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施

設又は介護保険施設の職員から利用者に係

る必要な情報の提供をカンファレンス以外

の方法により 2 回以上受けていること 

④退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施

設又は介護保険施設の職員から利用者に係

る必要な情報の提供を 2 回受けており、う

ち 1 回以上はカンファレンスによること 

⑤退院・退所加算（Ⅲ） 

病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施

設又は介護保険施設の職員から利用者に係

る必要な情報の提供を 3回以上受けており、

うち 1 回以上はカンファレンスによること 

退院・退所加算（Ⅰ）イ  

450 単位／回 

 

     

 

退院・退所加算(Ⅰ)ロ 

600 単位／回 

 

 

  

退院・退所加算（Ⅱ）イ 

600 単位／回 

 

 

 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 

750 単位／回 

 

 

 

退院・退所加算（Ⅲ） 

900 単位／回 
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緊急時 

カンファレンス加算 

①病院又は診療所の求めにより、当該病院

又は診療所の医師又は看護師等と共に利用

者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、

必要に応じて、当該利用者に必要な居宅サ

ービス又は地域密着型サービスの利用に関

する調整を行った場合 

②利用者１人につき１月２回を限度 

緊急時カンファレンス加算 

200 単位／回 

通院時情報連携加算 利用者が病院又は診療所において医師又は

歯科医師の診察を受けるときに介護支援専

門員が同席し、医師又は歯科医師等に対し

て当該利用者の心身の状況や生活環境等の

当該利用者に係る必要な情報の提供を行う

とともに、医師又は歯科医師等から当該利

用者に関する必要な情報の提供を受けた上

で、居宅サービス計画に記録した場合は、

利用者１人につき１月に１回を限度として

所定単位数を加算する。 

通院時情報連携加算 

50 単位／月 

介護職員等処遇改善

加算 

別に厚生労働大臣が定める基準に適合する

介護職員等の賃金の改善等を実施している

ものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、市町村長に対し、老健局長が

定める様式による届出を行った指定居宅介

護支援事業所が、利用者に対し、指定居宅

介護支援を行った場合は、月に算定した所

定単位数の右記に相当する単位数を所定単

位数に加算する。 

月の所定単位数の 

21/1000 

 

８. 事業の実施地域 

実施地域 あわら市・坂井市坂井町 

 

９. 秘密保持について 

管理者及び介護支援専門員は、正当な理由なく業務上知り得た利用者またはその家族

等の秘密を漏らしません。 

従業者であった者に、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持させるため、

従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約

の内容とします。 

サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合には利用者の同意を、

利用者の家族の個人情報を用いる場合には当該家族の同意を、あらかじめ文書により得

るものとします。 
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１０. 苦情等申立窓口  

  当事業所では、利用者が満足して居宅介護支援サービスをご利用いただけるよう、苦

情受付担当者と苦情を受け付ける苦情受付窓口を設置しています。また、苦情解決に当

たり中立・公正な立場から助言を行う第三者委員も設けております。 

 氏 名 連 絡 先 

苦情受付担当者 古南 里佳 ナイスケア木村 事務室 Tel 0776-73-5602 

苦情解決責任者 島田 敏實 ナイスケア木村 事務室 Tel 0776-73-5678 

第三者委員 森  之嗣 あわら市春宮      Tel 0776-73-1144 

第三者委員 松山 繁行 福井市花堂中      Tel 0776-35-6124 

◆苦情の受付方法は次の通りです 

 面接・電話・書面等により苦情受付担当者が受け付けます。苦情受付担当者は、受け

付けた要望や苦情内容を確認した上で、お客様に報告を受けた内容を確認させて頂きま

す。また、ナイスケア木村に言いにくいというお客様は、直接第三者委員に申し出るこ

とが出来ます。 

要望・苦情の受付時間は、月曜日から金曜日までの午前９時から午後５時迄です。 

ただし、祝祭日・年末年始等は除きます。 

 

◆苦情解決の方法は次の通りです 

  苦情解決責任者は、お客様と誠意を持って話し合い、解決に努めます。また、必要に

応じて、第三者委員が立ち会います。 

 

◆行政機関・その他苦情受付期間 

機関名 所在地 受付時間 電話 

あわら市健康福祉部健康長寿課 あわら市市姫 3-1-1 月～金曜 8:30～17:15 0776-73-8022 

坂井市役所高齢福祉課 坂井市坂井町下新庄 1-1 月～金曜 8:30～17:15 0776-50-3040 

坂井地区広域連合 坂井市坂井町上兵庫 40-15 月～金曜 8:30～17:15 0776-91-3310 

福井県国民健康保険団体連合会 福井市西開発 4-202-1 月～金曜 8:30～17:15 0776-57-1614 

 

１１．事故発生時の対応 

  利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに市町    

 村及び家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、内容を記録、整備し、5 年間保

存します。 

 

１２．身体拘束について 

  利用者または他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除

き、利用者に対し隔離、身体拘束、薬剤投与その他の方法により利用者の行動の制限を

行いません。 

（１） 管理者等で構成する身体拘束適正委員会を中心に、緊急やむを得ない場合（切迫

性・非代替性・一時性の要件を満たす場合）に該当するかどうか十分検討します。 
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（２） 緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合でも、常に観察・再検討し、緊急やむを得

ない場合の要件に該当しなくなった場合には直ちに解除します。 

（３） 緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その内容・目的・理由・拘束の時間・

時間帯・期間等を利用者やその家族にできる限り詳細に説明し、同意を得ます。 

（４） 緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間・その際の利用者

の心身の状況・緊急やむを得なかった理由を記録します。 

 

１３．虐待防止に関する事項 

  虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるものとしま

す。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

（２） 虐待の防止のための指針を整備します。 

（３） 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

（４） 前３項に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置きます。 

 ２. サービス提供中に、当該従業者又は養護者（利用者の家族高齢者を現に養護する者）

による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に報

告するものとします。 

 

１４．非常災害対策について 

  事業所で火災及び地震等の災害が発生した場合は、従業者は入居者の避難誘導を行い、

さらに火災の場合は従業者による初期消火に努めることとします。 

  管理者は、災害に対する対処方法、避難経路及び協力機関との連携を確認し、防災計

画に基づき定期的に避難訓練その他必要な訓練を行います。さらに、災害発生時は、避

難その他の指揮をします。 

 

１５．衛生管理について 

（１）サービス提供に使用する機器備品類を清潔に保持し、適宜消毒を施し常に衛生管

理に留意します。さらに、従業者は感染症等に関する知識の習得に努めます。 

 （２）感染症及び食中毒の予防および蔓延の防止の為の対策を検討する委員会を 3 ヶ月

に 1 回開催し、内容について従業者に周知徹底を行います。 

 （３）感染症及び食中毒の予防および蔓延の防止の為の指針の整備を行います。 

 （４）従業者に対し感染症及び食中毒の予防および蔓延の防止の為の研修を定期的に実

施します。 
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１６．協力医療機関 

医療機関の名称 木村病院 院長名 前原 正典 

所在地 福井県あわら市北金津第57号25番地 電話番号 0776-73-3323 

診療科 外科・消火器外科・肛門外科・整形外科・脳神経外科・形成外科・眼科・耳鼻

咽喉科・皮膚科・泌尿器科・内科・循環器内科・呼吸器内科・消火器内科・糖

尿病、代謝内科・内分泌内科・腎臓内科（人工透析）・神経内科・放射線科・

麻酔科・アレルギー科・リウマチ科・リハビリテーション科 

入院設備 一般病棟 133 床 

 

１７．協力歯科医療機関 

医療機関の名称 さかの歯科ｸﾘﾆｯｸ 院長名 坂野 彰人 

所在地 福井県あわら市大溝 2 丁目 34 番 7 号 電話番号 0776-73-4618 

入院設備 なし 

 


